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はじめに
　
独占禁止法の運用が適切に行われているか否かは、公正な競争条件が確保される中で事業活動を行いうるという
意味での利益擁護に繋がる中小企業にとって、かねてより重要な関心事項であった。そして、一九八〇年代以降進
中小企業と優越的地位の濫用規制
――納入取引規制を中心として――
二められてきた規制改革は、独占禁止法の適用領域を拡大させることになったことから、その法運用への中小企業の関心をいっそう高めさせることとなった。とりわけ、一九九〇年の日米構造問題協議における流通規制の緩和と独占禁止法の執行力強化の合意は、中小企業が期待する市場の公正な競争条件を確保するための手法が、従来 政府規制を中心としたものから独占禁止法を中心とする政策へと転換されていく 意味していた。そこで 中小企業の側からは、中小企業 利益擁護と密接な関係を有する大企業による不当廉売や差別対価、優越的地位の濫用などに対する規制強化を求めて、公正取引委員会への申告件数が急増するとともに、政府に対しても規制強化を要請することとな 。　
こうした規制の中でも、とりわけ優越的地位の濫用規制は、相対的な取引上の地位の格差を前提とした規制であ
ることから、中小企業が公正な競争条件が確保される中で事業活動 展開して行くうえで重要な意義を有 い 。すなわち、優越的地位の濫用 個別の取引において、大企 が中小企業に対して優越している地位 背景とした一定の行為を不公正なも と捉えて規制する であり、 小 競争力強化を図るこ を目指してきた戦後の中小企業政策の重要な柱 されてきた
）（
（
。
　
公正取引委員会は、規制緩和以降、 「中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な取引に対して厳正・迅速に
対処する」という方針を打ち出し 優越的地位の濫用 に関してガイドラインを策定して、法の運用に当たっの考え方を公表するとともに、積極的 事案処理を進め いる。かつ 、優越的地位の濫用規制は下請取引や金融取引、納入取引等にお て発動されてきたが、近年では、納入取引をめぐる事案が多く取り上げられているという特徴がある。納入取引 ける優越的地位の濫用は、従来から問題とされてきた大規模小売業者と納入業者と引に限らず、ホテル・旅館と納入業者と 取引、外食 業者と納入業者 の取引など 様々な納入取引におい も
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問題が指摘されるようになっている
）（
（
。そこで、本稿では、中小企業の利益擁護と密接な関係のある優越的地位の濫
用に関して、納入取引を中心とし 、若干の検討を試みることにしたい。　
以下では、まず独占禁止法における優越的地位の濫用規制はどのような法的枠組みの中で行われることになって
いるのかを整理する。次に、納入取引に関して、優越的地位の濫用規制はどのように運用されてきたのかを検討する。最後に、納入取引における優越的地位の濫用規制は、公正な競争秩序が維持された中で事業活動を展開しうる機会が保障されるという意味での中小企業の利益擁護に繋がる中小企業政策として、どのような形で展開されるのが望ましいのかを考えてみる。二
　
優越的地位の濫用規制の法的枠組み
　
１
　
規制導入以降の経緯
　
優越的地位の濫用規制は、独占禁止法の一九五三年改正において導入されたものである。一九五三年改正法では、
共同行為規制や企業結合規制等 大幅に緩和される一方で、不公正な競争方法規制については、不公正な取引方法規制（第二条第七項）に改められるととも 、 「取引上の地位の 当利用」 （第五号）と「競争者に対する妨害等」（第六号）が新たに規制対象に加えられ、規制対象の拡大・強化が行われた。そして、不公正な取引方法として規制対象となる具体的な行為については、第一号から第六号に掲げられる行為のうち、公正な競争を阻害するおそれのある行為について公正取引委員会が指定するという方式に改められてい 。改正法に基づき公正取引委員会が告
四示した「不公正な取引方法」 （以下、一九五三年一般指定という）においては、 「取引上の地位の不当利用」は、次のような行為類型として指定され、取引上の優越的地位の不当利用として規制されることとなった。　
一九五三年一般指定第一〇項
　
　
自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして相手方に不当に不利益
な条件で取引すること。
なお、第二条第七項第四号 「事業活動の不当 拘束」を受けて指定された排他条件付取引（第七項） 、拘束条件付取引（第八項）及び役員選任についての拘束条件付 （第九項）も 取引上の 相違が存在 いる場合に、優越的な地位に立つ事業者によって行われる行為であることから 「取引上の地位の不当利用」の一形態として捉える見解がある
）（
（
。
　
従来の不公正な競争方法規制が不公正な取引方法規制に改められた理由は、 「経済力の乱用（第五号）を規制す
るものなどが含められ、規制の対象となる行為が必ずしも競争者間で用いられる競争手段に限られなくなったこから『競争方法』という用語が不適当となったためである」とされる
）（
（
。しかし、 「取引上の地位の不当利用」 、すな
わち優越的地位の濫用は 他の不公正な取引方法の 類型が競争への影響や競争手段としての不当性を問題としているのに対して、競争への直接的 影響ではなくて、取引における相対的な立場の相違に基づく力の濫用行為を問題にす ことから、そ 体系上の位置づけをめぐって、後述のように、現在に至っても厳しい見解の対立がある。　
その後、一九五四年には、 から問題となっていた百貨店業者と納入業者との取引における不当返品や不当値
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引きなど、百貨店業者の優越的地位の濫用に関する特殊指定（ 「百貨店業における特定の不公正な取引方法」 。以下、百貨店業特殊指定という）が行われている。また、一九五五年には、景品付き販売や差別対価が問題となっていた新聞業に対する特殊指定（ 「新聞業における特定の不公正な取引方法」 。以下、新聞業特殊指定という）が行われ
）（
（
が、その中 は新聞発行者による販売店への優越的地位の濫用行為としての「押し紙」の供給が不公正な取引方法とされていた。さらに、一九五六年には、下請取引における親事業者の下請代金の支払遅延や不当な減額などに対して、取引条件や遵守事項の明確化 事案の迅速処理のために下請法（下請代金支払遅延等防止法）が制定された。　
一九五三年一般指定は、その後の運用実績を踏まえて、一九八二年に全面的に改正された（以下、一九八二年一
般指定という） 。そして、規制対象が不明確で、抽象的な指定であると 批判が強かった優越的地位の濫用規制は、第九項の役員選任につい の拘束条件付取引を加え、次 よう 、規制対象をより具体的に示した指定に改められた。　
一九八二年一般指定第 四項
　
　
自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして不当に、次の各号のい
ずれかに掲げる行為をすること。
　　
一
　
継続して取引する相手方に対し、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させること。
　　
二
　
継続して取引する相手方に対し、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること。
　　
三
　
相手方に不利益とな ように取引条件を設定し、又は変更すること。
　　
四
　
前三号に該当する行為のほか、取引の 又は実施について相手方に不利益を与えること。
六　　
五
　
取引の相手方である会社に対し、 当該会社の役員（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭
和二十二年法律第五十四号）第二条第三項の役員をいう。以下同じ。 ）の選任についてあらかじめ自己の指示に従わせ、又は自己の承認を受けさせること。
　
一九九〇年代以降、政府規制制度及び独占禁止法の適用除外制度の見直し作業が進行し、その一環として新聞を
含む著作物再販制度の見直しも進められた。しかし、新聞業においては再販制度が当面維持されることになったため、一九九九年に価格設定の多様化に対応すべく新聞業特殊指定の全部改正が行われた。なお、新聞発行者 よる販売店への優越的地位の濫用行為と ての「押し紙」の供給が不公正な取引方法とされている点については、旧指定と変更はない。次に、二〇〇四年には、大規模事業者による中小物流 者に対する優越的地位の濫用行為に関する特殊指定（ 「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合の特定の不公正な取引方法」 。以下、物流業特殊指定という）が行われた。さらに、二〇 五年には、流通業を取り巻 環境が大きく変化し、激しい業態間競争を展開している大規模小売業者と納入業者との取引実態 対応するために、百貨店 が改正された（ 「大規模小売業者によ 納入業者との取引における特定 不公正な取引方法」 。以下、大規模小売 特殊指定という） 。　
そして、二〇〇九年には独占禁止法が改正され、不公正な取引方法に対しても課徴金制度が導入されることにな
った。そこで、従来の指定行為のうち優越的地位の濫用を含む五つの行為が課徴金の対象となったことから、課徴金対象行為が法定類型化され、一般指定も改正されている（以下、二〇〇九年一般指定という） 。優越的地位の濫用は、次のように、取引の相手方の役員選任への不当干渉を除く行為が法定類型化され、課徴金の対象となっている。
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二〇〇九年改正法第二条第九項第五号
　
　
自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして不当に、次のいずれか
に該当する行為をすること。
　　
イ
　
継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。ロにおいて同じ。 ）に対して、
当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させること。
　　
ロ
　
継続して取引する相手方に対して、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること
　　
ハ
　
取引の相手方からの取引に係 商品の受領を拒み、取引の相手方から取引に係る商品を受領した後当該商
品を当該取引の相手方 引き取らせ、取引の相手方に対して取引の対価の支払を遅らせ、若しくはその額を減じ、その他 不利益となるように取引の条件を設定し、若しくは変更し、又は取引を実施すること。
　
二〇〇九年一般指定第一三項
　
　
自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして不当に、取引の相手方
である会社に対し、当該会社の役員（法第二条第三項の役員をいう。以下同じ。 ）の選任についてあらかじめ自己の指示に従わせ、又は自己の承認を受けさせること。
　
これら規定 うち、法定類型のイ及びロは、 九八二年一般指定第一四項第一号及び第二号をそ まま引き継い
八だものである。また、ハは、下請法で禁止されている行為を参考にして、商品の受領拒否、商品の返品、対価支払の遅延、対価の減額を例示するとともに、一般条項として一九八二年一般指定第一四項第三号及び第四号を整理した文言を置いている。そして 一九八二年一般指定第一四項第五号は、二〇〇九年一般指定 一三項として、独立した指定類型となってい　
以上、優越的地位の濫用規制導入以降の経緯を簡単に整理したが、本稿の検討対象である納入取引と関係する法
令は、法定類型（第二条第九項第五号）及び新聞業 大規模小売業に関す 二つの特殊指定である。なかでも、近年、公正取引委員会が取り上げ きた事案の多くは、法定類型と大規模小売業特殊指定に違反するものと っている。　
２
　
規制の枠組み
　
現行の優越的地位の濫用規制は、法定類型（第二条第九項第五号） 、一般指定類型（同第六号ホ、一般指定第一
三項） 、特殊指定類型（新聞業特殊指 、物流業特殊指定、大規模小売業特殊指 ） 、下請法などにより行われている。このうち、法定類型は、 「自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して 正常な商慣習に照らして不当に、次のいずれかに該当する行為をすること」とされ、取引以外の商品の購入要請、経済的利益の提供要請、商品の受領拒否、商品の返品、対価支払 遅延、対価の減額など、不利益な取引条件 設定・変更・実施する行為を具体的に示している。　
優越的地位の濫用が不公正な取引方法として禁止されるのは、それが「公正な競争を阻害するおそれ」 （公正競
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争阻害性）があると評価されるからである。不公正な取引方法の公正競争阻害性は、他の行為類型では「正当な理由がないのに」や「不当に」という表現が使用されているが、優越的地位の濫用の場合は「正常な商慣習に照らして不当に」という文言が用いられて 。この表現は一九五三年一般指定以降一貫して優越的地位の濫用規制 使用されている。また、一九五三年一般指定では不当対価（第五項）と不当な顧客誘引（第六項）にも同様の表現が使用され いた 、一九八二年の改正以降は、優越的地位の濫用と不当な顧客誘引だけとなっ いる。　
優越的地位の濫用規制の導入以来、これを独占禁止法上どのように位置づけるのかを含めて、様々な議論が行わ
れてき
た
）（
（
。公正取引委員会は、優越的地位の濫用規制の導入理由として、次のように説明している。すなわち、
「取引上の地位の不当利用」 （一九五三年改正法第二条第七項第五号）は、 「不当な事業能力の較差の排除の規定が削除されたことにより、大規模事業者が、その地位を濫用し 中小企業を不当に圧迫するおそれもあり、そのような事態に対処するために 新たに類型として追加されることになったものである」という
）（
（
。しかし、不当な事業
能力の較差の排除規制は、競争事業者間の事業能力の較差を問題 するものであることから、取引相手との較差を問題とする優越的地位の濫用規制導入の理由としては不十分であ との指摘 ある
）（
（
。
　
優越的地位の濫用規制を独占禁止法上どのように位置づけるかという議論は、不公正な取引方法の違法性、すな
わち公正競争阻害性を何に求めるのかという議論とも深く係る問題である。かつて、公正競争阻害性につ ての考え方としては、今村・正田両教授の大きく異なる二つの見解が有力であった。今村説では、公正競争阻害性 は市場における競争の自由が妨げられること及びその が公正 行われ 状態を侵害していることであり
）（
（
、直接競争
と関係のない取引相手に対する優越的地位 濫用規制は、他 行為 「異質的な性格 もの」 るとす
）（1
（
。
また、優越的地位の濫用規制は、 「本来不公正な取引方法の禁止とは拘りのな 別個の規制 し 定むべきも
一〇
の」とされ
る
）（（
（
。一方、正田説では、 「支配的な力」の不当利用によって、自主的な競争機能の自由な行使が阻害さ
れること及び事業者性を否定するような競争方法が用いられることであると公正競争阻害性を捉えている
）（1
（
。そして、
優越的地位の濫用規制は、 「取引の場における『支配的な力』の不当利用について、総括的に定めたもの」であることから
）（1
（
、不公正な取引方法の中核的規制と位置づけている。
　
このような対照的な両説に対して、公正取引委員会が一九八二年の一般指定改正の際に示した考え方は、公正競
争阻害性を①自由競争 減殺、②競争手段の不公正さ及び③自由競争基盤の侵害の三つ 整理するというものである
）（1
（
。そして、優越的地位の濫用規制は、 「取引上の地位が優越している事業者が、その地位を利用して相手方に不
当な不利益を与えることにより、取引主体が取引の許諾及び取引条件について自由かつ自主的に判断するこ によって取引が行われてい いう、自由な競争基盤を侵害する場合 は違法となる」として、 由競争基盤の侵害いう点に公正競争阻害性を求めている
）（1
（
。この考え方は、一九八二年改正に当たっての基本的な考え方を纏めた独占
禁止法研究会報告
書
）（1
（
で打ち出されたものであるが、その後、学説でも支持され、現在の通説となってい
る
）（1
（
。なお、
最近では、優越的地位の濫用は、取引の相手方にとっての取引の必要性という観点から見て優越的地位にある事業者の市場におけるその を した搾取行為を規制するも であると捉え 見解も有力となっている
）（1
（
。
　
法定類型の優越的地位の濫用では、実質的要件である公正競争阻害性は「正常な商慣習に照らして不当に」と表
現されている。ここに 商慣習とは、現に存す 商慣習ではなく、公正な競争秩序の立 から是認され 商慣習であり、取引主体の自由かつ自主 な判断により取引が われ という自由な競争基盤が侵害されるこ あ とされ
る
）（1
（
。また、行為要件は、 「自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して」 、 「取引の相手方に不
利益となるように の条件を設定し、若しくは変更し、又は 引を実施すること」 。第二条第九項第五号
一一
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-
二）
イの取引以外の商品の購入要請と同号ロの経済的利益の提供要請は、取引の継続性の要件が付されている。また、同号ハは、上記以外の行為で、商品の受領拒否、商品の返品、対価支払の遅延、対価の減額等を例示したうえで、優越的地位 濫用行為 一般条項として、取引の相手方に対する不利益な取引条件の設定・変更・実施を定めている。したがって、行為要件は、①優越的地位にあることと②これを利用して濫用行為が行われたことの二つからなる。　
まず、①優越的地位にあるか否かの判断基準であるが、市場支配的地位のような絶対的優越性ではなく、取引相
手との相対的優越性で足りるとされてきた。すなわち、独占禁止法研究会報告書や公正取引委員会の解説によれば、「行為者が相手方に対して優越的地位にあるかどうかを判断するためには、取引先選択の可能性、市場の状況、当事者間の資本力・販売力・信用力等の総合的事業能力の格差、取引され 商品・役務の特性等を考慮する必要がある」という
）11
（
。なかでも、取引先変更の可能性と総合的事業能力の格差は、取引の相手方が濫用行為を受け入れざる
を得ない状況にあるか否かの判断において、重要な要素とされる
）1（
（
。
　
次に、②優越的地位を利用した濫用行為は、当該行為者の取引の相手方に対して行われる不利益な取引条件の設
定や変更、取引の実施で り、具体的には、取引以外 商品の購入要請、経済的利益の提供要請、商品 受領拒否、商品の返品、対価支払の遅延、対価 減額などが例示されている。取引以外 商品の購入要請の典型としては「押し付け販売」があり、後述 よ に、納入取引で よく取り上げられる濫用行為である。また、これ以外にも、経済的利益の提供要請や商品の返品、対価の減額などが納入 における濫用行為としてこれまで取り上げられてきた。　
一方、大規模小売業特殊指定では、納入業者に対する大規模小売業者の濫用行為をより具体化し、不当な返品
一二
（第一項） 、不当な値引き（第二項） 、不当な委託販売取引（第三項） 、特売商品等の買いたたき（第四項） 、特別注文品の受領拒否（第五項） 、押し付け販売等（第六項） 、納入業者の従業員等の不当使用等（第七項） 、不当な経済上の利益 収受等（第八項） 、要求拒否の場合の不利益な取扱い（第九項） 、公正取引委員会への報告に対する不利益な取扱い（第一〇項）を不公正な取引方法と定めている。本指定が適用される大規模小売業者は、 「一般消費者により日常使用される商品の小売業を行う者」であって、前年度の売り上げが百億円以上又は売場面積が一五〇〇平方メートル以上（政令指定都市では三〇〇〇平 メートル以上）の小 業者である（備考第一項） 。なお、本特殊指定が小売業における納入取引で 優越的地位の濫用につい 定めるも であることから、納入業者については、「その取引上の地位が当該大規模小売業者に対して劣っていないと認められる者」は対象外となる（備考第三項） 。　
ところで、優越的地位の濫用に関する法定類型と大規模小売業特殊指定との関係について見ると、法定類型は排
除措置命令に加えて課徴金納付命令の対象となる に対して 大規模小売業特殊指定は指定類型で排除措置命令の対象になるのみであり、 はならない。したがって、法定類型及び特殊指定の何れにも該当する場合は、どちらが適用されるべきかという問題が生ずる。何れ 選択し 適用すべきかの判断は、実際には公正取引委員会の裁量に委ねられることになるものと思われるが、最近の事案では、後述 るように、法 立件される事案が少なくない。　
３
　
優越的地位の濫用規制に関するガイドライン
　
公正取引委員会は、優越的地位の濫用規制に関して、二〇一〇年に公表した優越的地位の濫用ガイドライン
）11
（
にお
一三
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
（都法五十六
-
二）
いて、法運用の基本的考え方を明らかにしている。これ以前にも、一九九一年に公表された流通・取引慣行ガイドライン
）11
（
で優越的地位の濫用についての法運用指針は示されてきたが、独占禁止法の二〇〇九年改正において優越的
地位の濫用に対しても課徴金制度が導入され、法定類型化されたことから 本ガイドラインは、法運用の透明性と事業者の予見可能性を向上させる観点から、法定類型に該当する優越的地位の濫用に関する独占禁止 上の考え方を明確化するために策定されたものである。これ以外にも、役務委託取引の活発化に伴って 九九八年に公表された役務委託取引ガイドライン
）11
（
や二〇〇二年に改定されたフランチャイズ・システムガイドライン
）11
（
、大規模小売業特
殊指定の告示に伴って策定された大規模小売業ガイドライン
）11
（
などがある。これらのうち、納入取引に関しては優越
的地位の濫用ガイドラインと大規模小売業ガイドライン 重要となる。　
優越的地位の濫用ガイドラインでは、優越的地位の濫用規制に対する基本的な考え方として、次のように説明し
ている（第１、
１） 。まず、独占禁止法により規制される優越的地位の濫用について、 「自己の取引上の地位が相手
方に優越している一方の当事者が、取引 相手方に対し、そ 地位を利用して、正常な商慣習に照らして不当 不利益を与えることは、当該取引の相手方の自由かつ自主的な判断による取引を阻害す とともに、当該取引の相手方はその競争者との関係において競争上不利となる一方で、行為者はその競争者との関係 おいて競争上有利となるおそれがある」と説明している。すなわち、優越的地位の濫用の公正競争阻害性は、 「相手方の自由かつ自主的な判断による取引 阻害す 」こと、 「当該取引の相手方はその競争者と 関係において競争上不利となる」こと、「行為者はその競争者との関係において競争上有利となる」ことを理由としている。　
次に、優越的地位の判断基準については、 「取引の一方の当事者（甲）が他方の当事者（乙）に対し、取引上の
地位が優越してい というためには、市場支配的な地位又はそれに準ず 絶対的 優越した地位である必要はなく、
一四
取引の相手方との関係で相対的に優越した地位であれば足りると解される」としたうえで、 「甲が取引先である乙に対して優越した地位にあるとは、乙にとって甲との取引の継続が困難になることが事業経営上大きな支障を来すため、甲が乙にとって著しく不利益な要請等を行っても、乙がこれを受け入れざ を得ないような場合である」と説明する（第２、
１） 。そして、優越した地位にあるかどうかの判断は、 「乙の甲に対する取引依存度、甲の市場に
おける地位、乙にとっての取引先変更の可能性 その他甲と取引することの必要性を示す具体的事実を総合的に考慮」して行うとしている（第２、
２） 。なお、この判断は具体的事実を総合的に考慮して行われることから、 「大企
業と中小企業との取引だけでなく、大企業同士、中小企業同士の取引においても、取引の一方当事者が他方の当事者に対し、取引上の が優越 いると認められる場合がある」 し いる。　
また、大規模小売業ガイドラインでは、特殊指定の適用対象となる大規模小売業者及び納入業者の範囲を明らか
にするとともに、特殊指定で規定する禁止行為 内容を、問題となる行為事例と もに明らかにしている。まず、特殊指定では、一定以上の前年度売上額又は売場面積を有し 「一般消費者により日常使用さ る商品の小売業を行う者」を大規模小売 者として適用対象としているが この「小売業を行う 」には、生協や農協であっても実態として消費者に販売している場合には該当すること サービス提供事業で付随的に商品を販売す 場合には該当しないこと、また実質的に を行っ いるコンビニエンスストア 本部は該当することなどの考え方を示している（第１、
１） 。さらに、納入業者については、納入業者の大規模小売業者との納入取引における契約当事者だけ
ではなく、納入取引に係る な納入 を含むも とされ 。そし 「そ 取引上の地位が当該大規模小売業者に対して劣っていないと認められる 」は対象外とな が、これ 「⑴
 納入業者の当該大規模小売業者に対
する取引依存度、⑵当該大規模小売業者の市場における地位、⑶納入業者にとっての取引先変更の可能性、⑷その
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他当該大規模小売業者と取引することの必要性を示す具体的事実（納入業者の売上高等）を総合的に勘案」して判断されるとしている（第１、
２） 。
　
なお、法定類型と特殊指定類型とが何れも適用される場合の考え方として、実際には公正取引委員会の裁量に委
ねられることになるとの見通しは上述したところであるが、本ガイドラインでは、 「独占禁止法第二条第九項第五号に該当す 優越的地位の濫用に対しては、同号の規定 みを適用すれば足りるので、当該行為に独占禁止法第二条第九項第六号の規定 より指定す 優越的地位の濫用の規定が適用されることはない」としている（はじめに、２注） 。三
　
納入取引における規制の運用状況
　
１
　
概要
　
納入取引における優越的地位の濫用に対して独占禁止法がどのように適用されているのかを考察する場合、優越
的地位の濫用事案に関する裁判例や公正取引委員会による独占禁止法に基づく行政処分の事例の検討が必要であるとともに、法的措置によらない警告や注意などの行政指導による事案の検討も必要となる。以下、法的な処理が行われた事案と行政指導により処理された事案とに分けて検討するが、その概要を簡単に整理しておきたい。　
優越的地位の濫用についての法的な処理が行われた事案と は、裁判例と公正取引委員会による法的措置例が
ある
）11
（
。裁判において、独占禁止法違反行為としての優越的地位の濫用に該当するとの主張が行われた事案がどのく
一六
らいあるのかは不明であるが、金融取引やフランチャイズ取引などの事例を中心に、今日までに裁判例が蓄積されてきた
）11
（
。しかし、納入取引に関しては、これまで裁判例はなく、法的措置例のみである。ただし、二〇〇九年の独
占禁止法改正により課徴金制度が導入され、その後高額な課徴金納付命令が相次いで出されたことから、事業者側では何れも審判で争っており、審決の取消請求訴訟 可能性があるほか、二〇一三年の独占禁止法改正により審制度が廃止され、二〇一五年四月から施行されたことから、東京地裁に抗告訴訟が提起され、納入取引に関しても裁判例が次第に蓄積されていくことになるも と予想される。そこで、本稿で取り上げる は、納入取引に関して、公正取引委員会が行った 的措置例二三件である。　
次に、公正取引委員会が行政指導により処理した事案であるが、警告を行ったものと注意にとどめたものの数値
が毎年公表されている。そして、警告事案は、一九九〇年以降公表 ており、その数も増えている。優越的地位の濫用の事案は、不当廉売の事案と並んで警告件数が多数に上っている。　
２
　
法的措置例
　
公正取引委員会が法的措置としての行政処分を命じた納入に取引に関する事案は、次の二三件である。このうち、
①及び⑫は同意審決の事案であり、②から⑨は事業者側が勧告を受諾した勧告審決の事案である。また、⑩から⑱（ただし、⑫を除く）は、二〇〇五年の独占禁止法改正により勧告制度が廃止されたことに伴い、排除措置命令が出された事案である。そして、⑲から㉓は 二〇〇九年の独占禁止法改正により課徴金制度が導入されたため、排除措置命令と課徴金納付命令が出された事案である。なお、課徴金納付命令が出され 事案では、何れも事業者側
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から審判請求が行われている。　　
①三越に対する審決
）11
（
（公取委同意審決昭五七・六・一七、審決集二九巻三一頁）
　　
②ローソン
）11
（
（公取委勧告審決平一〇・七・三〇、審決集四五巻一三六頁）
　　
③ポスフ ルに対する審決
）1（
（
（公取委勧告審決平一六・四・一四、審決集五一巻四〇八頁）
　　
④山陽マルナカに対する審決
）11
（
（公取委勧告審決平一六・四・一五、審決集五一巻四一二頁）
　　
⑤ミスター ックス
）11
（
（公取委勧告審決平一六・一一・一一、審決集五一巻五二六頁）
　　
⑥カラカミ観光に対する審決
）11
（
（公取委勧告審決平一六・一 ・一八、審決集五一巻 三一頁）
　　
⑦コーナン商事に対する審決
）11
（
（公取委勧告審決平一六・一二・六、審決集五一巻 三八頁）
　　
⑧ユニーに対する審決
）11
（
（公取委勧告審決平一七・一・七、審決集五一巻五四三頁）
　　
⑨フジに対する審決
）11
（
（公取委勧告審決平一七・五・一二、審決集五二巻三七六頁）
　　
⑩バローに対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令平一八・一〇・一三 三 八八一
　　
⑪ニシムタに対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令平一九・三・二七、審決集五三巻九一一頁）
　　
⑫ドン・キホーテ 審決
）11
（
（公取委同意審決平一九・六・二二、審決集五四巻一八二頁）
　　
⑬マルキョウに対する命令
）1（
（
（公取委排除措置命令平二〇・五・二三、審決集五五巻六七一頁）
　　
⑭エコスに対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令平二〇・六・二三、審決集五五巻六八四頁）
　　
⑮ヤマダ電機
）11
（
（公取委排除措置命令平二〇・六・三〇、審決集五五巻六八八頁）
　　
⑯大和に対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令平二一・三・五、審決集五五巻 一六頁）
一八
　　
⑰島忠に対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令平二一・六・一九、審決集五六巻⑵三頁）
　　
⑱
 ロイヤルホームセンターに対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令平二二・七・三〇、審決集五七巻⑵三五頁）
　　
⑲
 山陽マルナカに対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令・課徴金納付命令平二三・六・二二、審決集五八巻⑴一九
三頁、三一二頁）
　　
⑳
 日本トイザらスに対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令・課徴金納付命令平二三・一二・一三、審決集五八巻⑴
二四四頁、三五二頁、審決平二七・六・四）
　　
㉑
 エディオンに対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令・課徴金納付命令平二四・二・一六、審決集五八巻⑴二七八
頁、三八四頁）
　　
㉒
 ラルズに対する命令
）11
（
（公取委排除措置命令・課徴金納付命令平二五・七・三、審決集六〇巻⑴三四一頁、四
三五頁）
　　
㉓
 ダイレックスに対する命令
）1（
（
（公取委排除措置命令・課徴金納付命令平二六・六・五）
　
①は、百貨店業者である三越が納入業者に対して行っていた商品及び役務の購入要請、経済的利益の提供要請な
どが一九五三年一般指定第一〇項の優越的地位の濫用に該当するとして立件されたものである。三越は、当時、百貨店業において第一位、小売業全体において第二 売上額があり、老舗として高い信用を得ており、納入業者にとっては三越との継続的な納入取引を強く希望する状況にあった。そして、三越は、この取引上の地位を利用して、納入業者に対して、取引以外の商品・役務の購入要請や売場改装費用の負担等の経済的利益 提供要請を行ったが、三越との納入取引を継続するうえで 納入 者はかかる要請を受け入れざるを得なかったという事案である。本事
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案における優越的地位の認定は、取引の必要性、すなわち濫用行為者が有力な事業者であること（市場における地位と老舗としての高い信用力）及び取引の相手方が取引の継続を強く望んでいる状況にあったことにより行われている。　
②は、コンビニエンスストアのローソンが納入業者に対して行っていた一円での商品納入要請が一九八二年一般
指定第一四項第二号の経済的利益の提供要請に該当するとして立件されたものである。ローソンは、当時、コンビニエンスストア業界で第二位、小売業全体で第五位の売上高があり、消費者からは需要の多い商品を取り揃えて、高い信用を得ていた。そして、納入業者は、自己 販売する商品 ローソンのチェーン店で取り扱われることにより、消費者の信用が高ま こ から、取引 継続を強く望んでいる状況にあった。そこで、ローソンは、この取引上の地位を利用して、納入業者に対して 特段 算出根拠 ない仕入割戻金の提供と一円での商品の納入を要請したが、ローソンとの納入取引を継続するうえで 納入 者はかかる要請を受け入れざるを得なかったという事案である。本事案では、優越的地位の認定に関 取引依存度 市場の地位、取引先変更の可能性 どを考慮して判断するという流通・取引慣行ガイドライン 沿っ 認定が行われており、濫用行為者は有力な事業者であり 納入業者の取引への依存度が高く、取引先変更の可能性が低いことなどがその決め手 なったもので
）11
（
。
　
③は、当時、北海道の区域における総合量販店としての売上高及び売場面積が第一位の地位にあるポスフールが
衣料服飾品納入業者に対して行っていた納入価格 減額要請 百貨店業特殊指定第二項に該当す として立件されたものである。本事案では、衣料服飾品納入業者にとって濫用行為者が極めて有力な取引先であり、本件納入取引が納入業者の信用力を高めていること、また より得られる売れ筋等の情報 営業戦略上重要であると認識されていたことなどから、納入業者は 取引の継続を強く望んでいる状況にあり、ポスフールの減額 断れ
二〇
ず、取引上の地位が劣っていると判断された。　
④は、岡山県の区域に本店を置く総合量販店として、当時の売上高及び売場面積が第一位の地位にある山陽マル
ナカが納入業者に対して行っていた不当な返品、納入価格の減額要請、従業員等の派遣要請、取引以外の商品の購入要請が一九八二年一般指定第一四項第一号及び第二号、百貨店業特殊指定第一項、第二項及び第六項に該当するとして立件されたものである。本事案においても、優越的地位の認定は、取引の必要性 すなわち納入業者 とって濫用行為者が有力な事 であり、納入業者が濫用行為者との取引の継続を強く望んでいる状況にあったことを理由としている。　
⑤は、当時、九州地区における総合ディスカウントストアの中では最大手のミスターマックスが納入業者に対し
て行っていた経済的利益の提供要請、不当な返品 従業員等の派遣要請が一九八二年一般指定第一四項第二号、百貨店業特殊指定第一項及び第六項に該当するとして立件されたも である。本事案は、総合ディスカウントストアに対して勧告が行われた最初の事例で、優越的地位は、納入業者 とっ 濫用行為者が有力な事 者であり、取引の継続を強く望んでいる状況にあったこと より認定された　
⑥は、北海道の区域における観光ホテル事業者の中で当時の売上高及び収容人員が第一位のカラカ 観光が納入
業者に対して行っていた宿泊券の購入要請や宿泊を伴う宴会への参加要請が一九八二年一般指定第一四項第 号に該当するとして立件されたもの あ 。宿泊業者については、 でにアパホテルとロワジール・ホテルズ沖縄に対して警告が行われ いたが、本事案は勧告が行われた最初の事例とな 。本事案では、納入業者にとって濫用行為者が重要な取引先であること、納入 者の多く 濫用行為者と 取引の継続を強く望んでいる状況に ったことにより優越的地位の認定がなされ 。
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⑦は、ホームセンターでは当時の売上高が全国第二位、近畿地区で第一位のコーナン商事が納入業者に対して行
っていた協賛金の提供要請及び従業員等の派遣要請が一九八二年一般指定第一四項第二号及び百貨店業特殊指定第六項に該当するとして立件されたものである。本事案はホームセンターに対して初めて勧告が行われたものであり、優越的地位の認定は、他 事案と同様に取引の必要性（濫用行為者が有力な事業者であること及び納入業者が取引の継続を強く望む状況にあったこと）により行われている。　
⑧は、当時、総合量販店としての売上高が全国で第四位、東海・北陸地区では第一位のユニーが納入業者に対し
て行っていたセール用商品の著しい低価格での納入要請と従業員等の派遣要請が一九八二年一般指定第一四項第二号、百貨店業特殊指定第四項及び第六項に該当するとして、立件されたものである。本事案における優越的地位の認定は 濫用行為者が納入業者 とって有力な事業者であり、納入業者 納入取引への依存度が高いことが理由とされている。　
⑨は、四国地区における総合量販店として当時の売上高が第一位のフジが納入業者に対して行っていた対価 減
額要請と従業員等の派遣要請が百貨店業特殊指定第二項及び第六項に該当する し 立件されたも で、濫用行為者が有力な事業者であ 一方で、納入業者の多 が中小企業であり、濫用行為者以外の新規取引先を見出すこと困難であることなどが優越的地位の認定理由として挙げられ いる。　
⑩は、愛知、岐阜、三重の東海三県で運営する食品スーパーが当時の売上高で第一位、ホームセンターの売上高
が第三位であったバローが納入業者に対して っていた商品の購入要請、従業員の派遣要請 新規又は改装オープン時の協賛金の提供要請が一九八二年一般指定第一四項第一号、大規模 売 特殊指定第六項、第七項、第八項に該当するとして、また⑪は、九州南部の区域 おける総合量販 として当時の 上高が 一位のニシムタが納入業
二二
者に対して行っていた不当な返品、納入価格の減額要請、従業員等の派遣要請が大規模小売業特殊指定第一項、第二項及び第七項に該当するとして、それぞれ立件されたものである。優越的地位の認定は、何れも取引の必要性から行われている。　
⑫は、総合ディスカウントストア業者の最大手であるドン・キホーテが納入業者に対して行っていた従業員等の
派遣要請、協賛金の提供要請が一九八二年一般指定第一四項第二号、百貨店業特殊指定第六項（改正後は、大規模小売業特殊指定第七 ） 該当するとして立件されたものである。 〇〇五年に排除勧告が行われた 、事業者側がこれを応諾しなかったことから審判 開始され、その後被審人から同意審決の申出があり、これを適当と認めて同意審決が行われた。審判開始決定書では、濫用行為者が納入業者にとって重要な取引先で ること、多く 納入業者が濫用行為者との取引の継続を強く望んでいる状況にあることから、上記の要請を拒否 きない立場にあり、優越的地位にあったと認定されている。　
⑬は九州北部の区域における食品スーパー最大手のマルキョウが納入業者に対して行っていた不当な返品、納入
価格の減額要請、従業員等の派遣要請が大規模小売業特殊指定第一項、第二項及び 七項に該当するとして、また⑭は関東とその周辺区域 おいて食品スーパーを展開しているエコスが納入業者に対して行っていた納入価格の減額要請、従業員等 派遣要請、不当な利益 提供要請が大規模小売業特殊指定第二項、第七項及び第八項に該当するとして、それぞれ立件されたものである。こ うち、エコスにつ ての優越的地位の認定は、売上高の順位ではなく、積極的なＭ＆Ａ及び新規出店により店舗数を拡大し 売上高が伸び いることを指摘し 納入業者にとって有力 事業者であることを認定している。　
⑮は家電量販店最大手のヤマダ電機が納入業者に対して行っていた従業員等派遣要請が大規模小売業特殊指定第
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七項に該当するとして、⑯は石川、富山、新潟の三県で百貨店業を展開する大和が納入業者に対して行っていた商品の購入要請、従業員等派遣要請が大規模小売業特殊指定第六項及び第七項に該当するとして、⑰は関東区域を中心に家具量販店及びホームセンターを展開している島忠が納入業者に対して行っていた不当な返品 納入価格の減額要請、従業員等派遣要請が大規模小売業特殊指定第一項、第二項及び第七項に該当 として、⑱は全国的にホームセンターを展開しているロイヤルホームセンターが納入 者に対して行っていた不 な返品、従業員等派遣要請が大規模小売業特殊指定第一項及び第七項に該当するとして それぞれ立件され る。そして、家電量販店最大手のヤマダ電機の場合以外は、何れも市場シェアに言及することなく 売場面積及び売上高が大規模小売業特殊指定備考第一項の要件を充足することから、直ちに納入業者にとっ 重要な取引先であると認定して、備考第三項の「その取引上の地位が当該大規模小売業者に対して劣っていない 認められる 」に該当すると いる。　
⑲から㉓は、二〇〇九年の独占禁止法改正により課徴金制度が導入され、法定類型の優越的地位の濫用に裁量余
地のない課徴金が課されることとなったため、何れも排除措置命令 加えて、課徴金納付命令が行われたものである。山陽マルナカは、④では勧告を受け入れ が ⑲では、高額の課徴金が課され と り、審判請求を行審理中である。また、⑳から㉓も同様に全て審判請求が行われ ⑳の審判では課徴金が減額さ 、日本トイザらスがこれを受け入れたため 確 してい
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。各事案の濫用行為は、⑲では山陽マルナカが納入業者に行っていた従業
員等の派遣要請、不当 利益の提供要請、不当な返品、納入価格の減額要請、商品の購入要請 法定類型に該当するとされた。また、⑳では子供用品量販店最大手の日本トイザらス 納入業者に対して行っていた不当な返品 納入価格の減額要請が、㉑ は家電量販店で当時の売上高が 国第二位のエディオンが納入業者に対し 行っていた従業員等の派遣要請が、㉒では北海道の区域 総合量販店を展開するラルズ 従業員
二四
等の派遣要請、不当な利益の提供要請、商品の購入要請が、㉓では九州地区を中心にディスカウントストアを展開する売上高全国第四位のダイレックスが納入業者に対して行っていた従業員等の派遣要請、不当な利益の提供要請が、それぞれ法定類型に該 するとされた。優越的地位の認定については、課徴金制度導入 よる法定類型化に伴い、何れの事案もガイドラインに沿って、濫用行為者の市場における地位、納入 者の取引依存度 取引先変更可能性など 従来の事案よりも詳細な認定を行っている。　
以上のように、公正取引委員会が優越的地位の濫用に対して法的措置をとった事案では、優越的地位を認定する
に当たって、課徴金制度導入以前は、取引の必要性、すなわち とっ 濫用行為者が有力ないしは重要な事業者であること、したがって多くの納入業者が濫用行為者との取引の継続を強く望んで る状況にあったことを考慮してきた。そして 有力ないしは重要な事業者であるかどうかの判断では、濫用行為者の市場における地位（売上高やその順位）が重視され、店舗数の拡大・売上高の増大などに言及する事案や老舗としてあるいは豊富な品揃えによる消費 からの高い信用 どに言及する事案もあった。これに対して、課徴金制度導入以降は、優越的地位の濫用ガイドラインに沿っ 濫用行為者 市場における地位、納入業者 依存度、取引先変更の可能性について必ず言及したうえ 、優越的地位の認定をより慎重に行っている　
３
　
警告・注意の事案
　
次に、公正取引委員会が法的措置以外の方法、すなわち警告・注意で処理した事案について、見てみよう。警告
は、法的措置をとるに足る証拠が得られなかった場合であ ても違反の疑いがあるときに行われ もので、これに
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よって是正措置をとるよう指導するものであるとされる。また、注意は、違反行為の存在を疑うに足る証拠は得られなか たが違反につながるおそれがある行為が見られた場合に、未然防止を図る観点から行うものであ とされている。公正取引委員会が「中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な取引に対して厳正・迅速に対処する」という方針を打ち出した一九九七年度以降、納入取引における優越的地位の濫用に関する警告事案は、次のとおり九件である。　
①ローソンに対する件（公取委警告平一〇・七・一六）
　
②タイヨ に対する件（公取委警告平一〇・一一・二七）
　
③銀ビルストアーに対する件（公取委警告平一 ・四 八
　
④アパホテ に対する件（公取委警告平一二・六・二九）
　
⑤カインズに対する件（公取委警告平一四・四・二五）
　
⑥ロワジール・ ズ沖縄 四 六 二〇）
　
⑦マルナカに対する件（公取委警告平一四・九・九）
　
⑧加ト吉フードレックに対する件（公取委警告平一九・三・七）
　
⑨琴平グランドホテルに対する件（公取委警告平二一・三 ）
これらのうち、①、②、③、⑤及び⑦の各事案は小売業者が納入業者に対して行っていた濫用行為について、また④、⑥、⑧及び⑨の各事案は宿泊業者が納入業者に対して行っていた濫用行為について、何れも一九八二年一般指
二六
定第一四項に違反するおそれがあるとして警告を行い、今後このような行為を行わないよう行政指導している。　
一方、注意にとどめた事案については、 「優越的地位の濫用事件タスクフォース」 （以下、優越タスクという）に
よる迅速な事件処理の結果として公表されている数値から概要を知る とができる。優越タスクは、二〇〇九年に優越的地位の濫用規制に課徴金制度が導入されたことに伴い、審査局の中に設置されたものであり、その目的は「優越的地位の濫用に係る情報に接した場合に，その調査を効率的かつ効果的に行い，必要な是正措置を講じていくこと」にあるとされる。優越タスク設置以降の迅速処理により った件数を取引形態別に整理したも が表１であり、二〇一四年度における警告事案を行為類型別に整 したものが表２である。 数値からは、警告事案の大部分を納入取引が占めており、そのうち小売業者に対す 納入取引に関する事案が毎年多く取り上げられているほか、年度 よっては宿泊業者、飲食業者などに関する警告事案が多い場合もあ 。 れは、おそらく公正取引委員会が行った実態調査 の関連があるも と思われる。四
　
政策的意義と規制のあり方
　
１
　
優越的地位の濫用規制の中小企業政策的意義
　
優越的地位の濫用規制は、一九五三年の独占禁止法改正での導入以降、中小企業政策の重要な柱の一つとされて
きた。戦後の中小企業政策展開の出発点となった中小企業庁設置法（一九四八年制定）では、 「健全な独立の中小企業」の存在が、 「公平な事業活動の機会を確保する」こと 資す という観点から 「中小企業を育成し」 、 「その
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表１　優越タスクによる取引形態別注意事案件数（単位：件）
年　　度 1111 11（1 11（（ 11（1 11（1 11（1
小売業者に対する納入取引 1 11 11 （1 （1 11
卸売業者に対する納入取引 1 1 1 1 1 1
宿泊業者に対する納入取引 1 1 1 11 （1 1
物流取引 1 （1 1 1 1 （
飲食業者に対する納入取引 1 （ （ 1 （1 1
その他の取引 1 1 1 1 1 1
合　　計 11 11 11 11 11 11
出所）　公正取引委員会「平成 26 年度における優越タスクの取組状況」（「平成 26 年
度における独占禁止法違反事件の処理状況について」（2015 年 5 月 27 日）別添）
1 頁から作成。
表２　２0１4年度における注意事案の行為類型一覧（単位：件）
取引形態
行為類型
小売業者に対す
る納入取引
卸売業者に対す
る納入取引
宿泊業者に対す
る納入等取引
物流取引
飲食業者に対す
る納入等取引
その他の取引 合計
購入・利用強制 1 （ 1 1 1 1 1（
協賛金等の負担の要請 1 1 1 1 1 1 1（
従業員等の派遣の要請 （1 1 1 1 1 1 （1
その他の経済上の利益提供の要請 1 1 （ 1 1 1 1
返品 （ 1 1 1 1 1 1
支払遅延 （ 1 1 1 1 1 （
減額 （ （ 1 （ 1 1 1
取引の対価の一方的決定 1 1 1 （ 1 1 （
その他 （ 1 （ 1 1 1 1
合計 11 （1 （1 1 1 1 11
（注）１つの事案において複数の行為類型について注意を行っている場合があるので，
注意件数（49 件）と行為類型の内訳の合計数（77 件）とは一致しない。
出所）公正取引委員会「平成 26 年度における優越タスクの取組状況」（「平成 26 年
度における独占禁止法違反事件の処理状況について」（2015 年 5 月 27 日）別添）
2 頁。
二八
経営を向上させるに足る諸条件を確立する」ために中小企業庁を設置するという目的が掲げられていた（第一条） 。そして、中小企業庁の権限に関して、 「中小企業者は」 、 「他人の行為により不当な取引制限を受け、若しくは他人の行為が不公正な競争方法であ と認めるときは、中小企業庁にその事実を申し出ることができる」こと（第三条第四項） 、この場合には、 「中小企業庁は 当該事件を公正取引委員会に移さなければならない」こと（同条第五項）を定めていた。その後、一九六三年 制定された中小企業基本法 おいても、中小企業政策の目標として、「中小企業の経済的社会的制約による不利の是正」や「中小企業者の取引条件の向上」などが掲げられていた（第一条） 。そして、これを実現するための施策として、下請取引の適正化（第一八条）や 業活動の機会の適正な確保（第一九条）などを規定していた。このうち、下請取引における優越的地位の濫用規制 ついては、取引に たってその条件が明確にされていないわが国の下請取引の実情に対応して、取引条件・遵守事項 明確化と事案の迅速処理のために、独占禁止法 補完する下請法が一九五六 に ている。納入取引に関し は 一九七九年に三越に対して行われた排除勧告の前後には、大規模小売業者と納入 者との取引に関する実態調査が実施され、その後も同様の調査が何度か行われ いる
）11
（
。
　
一九九〇年代に入って規制改革が本格化し、競争政策の役割が重視されるようになると、公正取引委員会は、
「中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な取引に対して厳正・迅速に対処する という方針を打ち出した。そして、優越的地位の濫用ガイドラインを策定 法の運用に当 って 考え方を公表し、積極的な事案処理を進めている。また、公正取引委員会は、二〇〇 年の法改正で優越的地位の濫用規制に課徴金制度が導入され と、「中小事業者取引公正化推進プログラム
」）11
（
を公表し、その一環として優越タスクを審査局内に設置して「効率的か
つ効果的」な事案処理を進めてきた。プログラムでは、 「昨今の経済環境 おいて 下請事業者のみならず、広く
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中小事業者が依然として厳しい対応を迫られている状況にある」ことから、 「特に取引先大企業との間で不当なしわ寄せを受けやすい中小事業者全般について、その取引の公正化を一層推進するため」に、次のような具体的取り組みを掲げた。すなわち、①中小事業者の立場に立った相談・広報、②大企業・親事業者のコンプライアンスの推進、③下請取引以外の中小事業者の取引の公正化 図る必要が高い分野に係る特別調査、④違反行為に対する重点的かつ効率的な処理などに取り組む おり、その後これに沿って、大規模小売業者と納入 との取引に関する書面調査の実施や優越タスクを設置して 効率的処理などが進められた。　
さらに、このような規制改革・競争重視の流れに沿って、中小企業政策の基本的方向性を定める中小企業基本法
も一九九九年に改正され、政策 念が従来の「格差 是正」から「競争の促進」へと転換されてい
る
）11
（
。すなわち、
中小企業政策の理念を定める改正法第三条第一項では、 「多数の中小企業者が創意工夫を生かして経営の向上を図るための事 活動を行うことを通じて」 、 「市場における競争を促進し」 、 「我が国経済の活力の維持及び強化に果たすべき重要な使命を有するものであ 」という観点から、 「独立した中小企業者の自主的な努力が助長され ことを旨とし、その経営の革新及び創業が促進され、その経営基盤が強化され、並びに経済的社会的環境の変化へ 適応が円滑化されることにより、その多様 活力ある成長発展が図られなければならない としている。従来、 「格差の是正」は、独占禁止法や下請法による公 取引の実現と政府規制制度による事業活動の機会の適正 確保により進められてきた。こ に対して、改正法における「競争の促進」は、中小企業の 経営基盤 強化」ための施策によ 展開さ ること なり、具体的には「中小企 の経営資源の確保の円滑化を図 こと 中小企業に関する取引の適正化を図ること等により 中小企業 経営基盤の強化 図ること」を基本方針の一つに掲げている（第五条第二号） 。そして、中小企業に関す 取引の適正化 図るため 施策については、 「国は、中小企 に関する取引の
三〇
適正化を図るため、下請代金の支払遅延の防止、取引条件の明確化の促進その他の必要な施策を講ずるものとする」と定められており（第二二条） 、公正取引委員会が独占禁止法や下請法を積極的に活用することにより、大企業と中小企業との取引の適正化が図られることになる。　
公正取引委員会は、一九九五年三月に策定された規制緩和推進計画において、 「規制緩和後の市場において競争
制限的な行為が行われることのないよう監視するととも 、価格カルテル、入札談合その他 カルテル、不公正な取引方法等独占禁止法等に違反す 行為に対して、厳正かつ積極的に対処する」として、規制緩和の推進に併せて競争政策の積極的展開を図るこ 明らかにしてきた。そして、毎年改定された規制緩和推進計画の一九九七年三月における再改定以降、 「規制緩和後の市場の公正な競争秩序を確保するため、中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な に対して厳正・迅速 対処 る」とい 表現を盛り込み、大企業による不当廉売、差別対価、優越的地位の濫用 どに対して積極的な運用を行うようになっ いる　
このように、一九九〇年代以降、規制改革と競争政策の積極的展開を一体的に推進するという競争政策重視の方
向性が打ち出され、中小企業政策も中小企業基本法 改正して政策理念を転換し 競争政策と同じ方向性を有する政策として展開され ことに と、中小企業にとっては、独占禁止法がどのよう運用されていくか ついて 高い関心を示さざるを得ない。 「中小事業者等に不当な不利益を与え 不公正な取引」 例としては、優越的地位の濫用のほか、不当廉売や差別対価などが挙げられ いる。 当廉売につい は 中小企業者の関心の高まりに合わせて公正取引委員会への申告件数も急増し、申告件数の大部分を占めるよ になって る。これに対 優越的地位の濫用の場合は 事案 性質上、中小企業者による申告は容易ではなく 不当廉売のような申告件数の急増という形で現れることはないもの 、中小企業者の関心は極めて高 ものがある。したがって 政策の主要
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な施策の一つである「取引の適正化」を図るうえで、優越的地位の濫用規制が的確に行われることが重要となっている。　
２
　
優越的地位の濫用規制のあり方
　
従来、納入取引における優越的地位の濫用規制は、百貨店業者の三越やコンビニエンスストアを展開するローソ
ンの事案を除いて、積極的 法運用がなされてきたとは言い難い状況にあった。しかし、一九九七年以降、 「中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な取引に対して厳正・迅速に対処する」という方針を打ち出され、二〇〇四年度には六件の優越的地位の濫用事案が立件され、その後も毎年度立件され 事案が出ている。そして、二〇〇九年の優越的地位の濫用に対する課徴金制度の導入や二〇一〇年の優越的地位の濫用ガイドラインの公表に続いて二〇一一年には優越タスクが設置され、優越的地位の濫用事案に対する迅速処理がなされ ようになっている。さらには、優越的地位の濫用 関連した取引実態調査も頻繁に行われている。　
近年、公正取引委員会が立件した案件や優越タスクが迅速処理した案件の大部分は納入取引に関するものであり、
取引実態調査も従来も行われていた大規模小売業者との納入取引に関する調査だけではなく、宿泊業者や飲食業者との納入取引に関する調査も行われている。したがって 上記の方針どおり、 「中小事業者等に不当 不利益を与える不公正な 」であ 対 ては、公正取引委員会は積極的 取り組んでいると評価できよう。そして、課徴金制度導入以降の事案では、事業者は何れも審判を請求しており、審判結果で主張が認められなかった事業者の中には 消請求を求めて裁判所 判断を求める事例も現れるものと思われ 。また、審判制度が廃
三二
止された二〇一五年以降の事案では、排除措置命令と課徴金納付命令の不服審査手続きの管轄が東京地裁に移され、裁判所の判断を求める事案がいっそう増えていくことになろう。優越的地位の濫用規制については、ガイドラインが公表され、その運用基準が 前よりも明確にされるよう ったものの、なお曖昧な部分が少なくないとの批判が行われてきた
）11
（
。今後、裁判所の判断が積み重ねられることで、かかる点についてより明確な基準が確立されてい
くことが期待される。しかし、それは公正取引委員会 より立件された事案に限定される。　
公正取引委員会が警告ないしは注意にとどめた事案は、司法審査の対象とはならない。そこで、これらの事案に
対して、法的措置を採らず、警告ないしは注意という行政指導 とどめた事案処理が適切であったかどうかが問題となる。すでに、不当廉売や差別対価 規制について検討した際にも述べた である
）11
（
が、行政指導にとどめた事
案の詳細な情報の公表 求められよう これまで、警告事案に関して公表 情報は極めて限定的であり、かかる情報からは法的措置をとらなかったことが妥当かどうかの判断は困難である。ま 、優越タスクが迅速処理した注意事案についても、取引形態別と行為類型 の件数、注意を行った主な事例等が公表されるにすぎず、かかる処理が妥当であったか否かの判断はでき い。もちろん、行政機関である公正取引委員会が、限られた人材をどのように配分して、適切に事案処理を図るか いう問題があるにしても 適切な処理がなされているかどうかが 後的に検証しうるよう 公開が強く求められるところで 。五
　
結び
　
以上のように、納入取引における優越的地位の濫用規制は、近年、公正取引委員会による法的措置がとられた事
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案が増加しているほか、警告・指導などにより処理される事案も増えている。これは、中小企業政策の理念がかつての「不利の是正」から「競争の促進」へと転換され、独占禁止法や下請法による「取引の適正化」が政策の基本方針の一つとして掲げられ、公正取引委員会の積極的な取り組みが求められていることによるものである。　
競争法としての独占禁止法は、全ての企業に対して、公正な競争秩序が維持された中で事業活動を行う機会を保
障するものである。この公正な競争秩序が維持された中で事業活動を行う機会を保障され という利益が擁護されるということは、中小企業にとっ 、格別の意味があるといえよう。すなわち、単なる自由な競争が保障される場においては、経済的に大きな力を保有する大企業は、その保有する力を行使して競争上優位な立場で事業活動を展開し、本来は事業者の自主的な判断 より能率的な事業経営を反映した品質と価格における競争（能率 ）が展開されるべきところ 力 大小を反映 た により 能率競争が歪められることとな が、能率競争を歪める行為（競争減殺行為や不公正な競争手段 使用）や競争 前提とな 事業者の自主的 判断を損 う行為（自由な競争基盤を侵害す ともいわれる）を規制することによって 経済的な力を保有していない中小企業であっても、公正で自由な競争が われ 場が確保されるこ を意味する である。　
規制改革が進められるに従って競争政策の役割がいつそう重視されることとなり、従来、競争法（独占禁止法や
下請法）と政府規制によって確保され きた中小企業が公正な競争秩序が維持される中で事業活動を展開しうるいう利益の擁護は、競争法によって実現するこ が求められ よう な 。 引委員会が打ち出した「中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な取引に対して厳正・迅速に対処する」という方針に対しては、異論も存在しないわけではないが、不当廉売規制や優越的地位の濫用規制において、公正取引委員会は積極的な姿勢をとってきた。とり 、納入取引における優越的地位の濫用規制に関しては、取引実態調査を実施したうえで、
三四
警告・注意などの行政指導にとどまった事案も少なくないが、排除措置命令や課徴金納付命令といった法的措置がとられる事案も増えており、今後は司法判断の蓄積が期待されるところである。【注】（
1）　
戦後の中小企業政策展開の出発点となる一九四七年の中小企業庁設置法において、 「中小企業の競争力強化」のための施
策を展開することが打ち出されて以降、中小企業に関する取引の適正化は中小企業政策の重要な施策の一つとされてきた。戦後の中小企業政策の展開過程については、深津健二「中小企業政策と競争法」 （法学会雑誌五四巻二号、二〇一四年）を参照されたい。
（
2）　
公正取引委員会では、 「大規模小売業者と納入業者との取引に関する実態調査」 （二〇一〇年五月二六日）において、宿
泊業者や外食業者の納入取引でも優越的地位の濫用につながり得る行為の存在が明らかになったため、これらの実態調査を行い、報告書を公表している。公正取引委員会「ホテル・旅館と納入業者との取引に関する実態調査報告書」 （ 〇年五月一六日） 、同「外食事 者と納入業者との取引に関する実態調査報告書」 （二〇一三年五月二七日） 。
（
3）　
正田彬『全訂独占禁止法Ⅰ』 （日本評論社、一九八〇年）三七〇頁。また、一九五三年一般指定第九項の役員選任につい
ての拘束条件付取引は、一九五三年改正法第二条第七項第四号の「事業活動の不当拘束 ではなくて、第五号の「取引上の地位の不当利用」を受けた行為類型と捉える見解もある（今村成和『独占禁止法（新版） 』 （有斐閣、一九八二年 一四九―一五一頁） 。
（
4）　
公正取引委員会編『独占禁止政策二十年史』 （公正取引委員会、一九六八年）一四四頁。
（
5）　
新聞業特殊指定は、景品表示法が制定されたことに伴い、一九六四年に景品付き販売に関する部分が削除され、その他
の部分は旧指定と同じ内容の特殊指定が行われている。
（
6）　
優越的地位の濫用規制をめぐる学説に関しては、向田直範「優越的地位の濫用（下請法を含む） 」 （日本経済法学会編
『経済法講座３―独禁法の理論と展開⑵』 （三省堂、二〇〇二年）所収）一六一頁以下を参照されたい。
（
7）　
公正取引委員会事務総局編『独占禁止政策五十年史（上巻） 』 （公正取引協 九七 七三頁。
（
8）　
根岸哲「優越的地位の に係る諸論点」 （日本経済法学会年報二七号 二〇〇六 〇頁参照。
（
9）　
今村成和『独占禁止法入門（第四版） 』 （有斐閣、一九八三年 一一八頁 同・前掲注 （
3） 九六頁。
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（
10）　
今村・前掲注 （
3） 一五三頁。
（
11）　
今村・前掲注 （
3） 一四八頁。
（
12）　
正田・前掲注 （
3） 三一〇頁。
（
13）　
正田・前掲注 （
3） 四〇九頁。
（
14）　
田中寿編『不公正な取引方法―新一般指定の解説』 （別冊ＮＢＬ九号、一九七二年）一〇頁。
（
15）　
田中・前掲注（
14）八九頁。
（
16）　
独占禁止法研究会報告書「不公正な取引方法に関する考え方⑴―⑵」 （公正取引三八 号―三八三号、一九八二年） 。
（
17）　
独占禁止法研究会のメンバーであった根岸教授は、今村・正田両説が「いずれも 独占禁止法が禁止しているすべての
不公正な取引方法を必ずしも捉えるものとはなっていない」こと、また「独占禁止法が禁止している不公正な取引方法は多種多様であって、不公正な取引方法の禁止規定の体系的位置づけについても、不公正な取引方法の実質的要件である公正競争阻害性の内容についても、不公正な取引方法 多様性を反映したものでなければならない」ことを指摘したうえで、独占禁止法研究会報告書を「従来の代表的見解を統合し、再構成すること よっ 公正競争阻害性の内容を明らかにする試み」として捉え、この考え方 支持 ている（根岸哲『独占禁止法の基本問題』 （有斐閣、一九九〇年）一五六頁、一六〇
―
一六一頁） 。その後、多くの概説書でも、この考え方に沿って記述がなされている（例えば、根岸哲・舟田正之『独占
禁止法概説（第五版） 』 （有斐閣、二〇一五年）一八二頁以下、金井貴嗣ほか編『独占禁止法（第五版） 』 （弘文堂、二〇五年）二六三頁以下、岸井大太郎ほか『経済法
―
独占禁止法と競争政策（第七版補訂） 』 （有斐閣、二〇一五年）二八〇頁
以下、川濱昇ほか『ベーシック経済法―独占禁止法入門（第四版） 』 （有斐閣、二〇一四年）一七五頁以下 どを参照） 。
（
18）　
白石忠志『独占禁止法（第二版） 』 （有斐閣、二〇〇九年）八三頁以下、同『独禁法講義（第六版） 』 。 （有斐閣、二〇一二
年）一八七頁以下。
（
19）　
田中・前掲注（
14）九一頁。
（
20）　
独占禁止法研究会報告書「不公正な取引方法に関する考え方⑵」 （公正取引三八三号、一九八二年）六〇頁。田中・前掲
注（
14）九〇頁。
（
21）　
優越的地位の基準に総合的事業能力の格差を用いることは競争の定義規定 第二条第四項）との関係が不明確となると
して、取引先変更の可能性のみを基準とすべきであるとの見解もある（白石忠志「 『 上の地位の不当利用』規制と『市場』概念―独禁法をめぐる一大論議の一断面 （東北法学五七巻三号、一九九三年）二八―三〇頁） 。
（
22）　
公正取引委員会「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」 （二〇一〇年一〇月三〇日） 。
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（
23）　
公正取引委員会事務局「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」 （一九九一年七月一一日） 。
（
24）　
公正取引委員会「役務の委託取引における優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の指針」 （一九九八年三月一七日） 。
（
25）　
公正取引委員会「フランチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方について」 （二〇〇二年四月二四日） 。
（
26）　
公正取引委員会事務総長通達「 『大規模小売業者による納入業者との取引における特定の不公正な取引方法』の運用基
準」 （二〇〇五年六月二九日） 。
（
27）　
優越的地位の濫用事案の検討を行っている文献は多いが、最近の事案に関して、向田直範「大規模小売業と納入業者事
件」 （公正取引六九七号、二〇〇八年）二頁以下、高橋岩和「最近の優越的地位の濫用事件」 （公正取引七二一号、二〇一〇年）二頁以下、横田直和「最近の優越的地位の濫用規制等の動向」 （公正取引七五七号、二〇一三年）一三頁以下、川濱昇「近時の優越的地位の濫用規制について」公正取引七六九号、二〇一四年）二頁以下、滝澤紗矢子「優越的地位の濫用に対する課徴金賦課をめぐって」 （日本経済法学会年報三五号、二〇一四年）二八頁以下などを参照。
（
28）　
過去の民事訴訟において、優越的地位の濫用について 主張が行われた事案の全体像は不明であるが、公刊された判例
集から優越的地位の濫用についての判断が示された最近まで 事案を整理したものとして、秋吉信彦「民 訴訟における優越的地位の濫用」 （ジュリスト一四四二 一二 五六頁以下を参照。
（
29）　
本事案に関しては、今村成和・独禁法百選（第三版）一六二頁、川濱昇 独禁法百選（第四版）一九八頁 上杉秋則・
独禁法百選（第五版）一九八頁、中川寛子・独禁法百選（第六版 一九二 、杉浦市郎・経済法百選一七二頁、根岸哲・昭和五七年度重要判例解説二四三頁等を参照。
（
30）　
本事案に関しては、栗田誠・独禁法百選（第六版）一九四頁、栗城利明・経済法百選一七四頁、柴田潤子・平成一〇年
度重要判例解説二四五頁、山部俊文・ジュリスト一 五八号一一六頁等を参照 また、本事案の担当官解説として渡邊静二ほか・公正取引五七六号八七頁を参照。
（
31）　
本事案の担当官解説として、今井啓介・公正取引六四四号六六頁を参照。
（
32）　
本事案の担当官解説として、山中義道ほか・公正取引六四四号七〇頁を参照。
（
33）　
本事案の担当官解説として、牛木政志ほか・公正取引六五二号四 頁を参照。
（
34）　
本事案の担当官解説として、小笠原義広・公正取引六五一号五 頁を参照。
（
35）　
本事案の担当官解説として、古川博一・公正取引六五三号五二頁を参照。
（
36）　
本事案に関しては、岩本諭・ジュリスト 二九七号一四六頁を参照。また、担当官解説として、冨田隆博・公正取引六
五五号七〇頁を参照。
三七
中小企業と優越的地位の濫用規制

（都法五十六
-
二）
（
37）　
本事案の担当官解説として、善本悟郎・公正取引六五八号五一頁を参照。
（
38）　
本事案の担当官解説として、西村幸夫ほか・公正取引六七六号五六頁を参照。
（
39）　
本事案の担当官解説として、北園敏幸ほか・公正取引六八二号六七頁を参照。
（
40）　
本事案に関しては、野尻俊明・経済法百選一六八頁、林秀弥・ジュリスト一三六一号一七八頁などを参照。
（
41）　
本事案の担当官解説として、北園敏幸ほか・公正取引六九六号七三頁を参照。
（
42）　
本事案の担当官解説として、渡邊俊一ほか・公正取引六九八号五〇頁を参照。
（
43）　
本事案の担当官解説として、平澤徳善ほか・公正取引六九八号五四頁を参照。
（
44）　
本事案の担当官解説として、大澤一之・公正取引七〇五号 七 を参照。
（
45）　
本事案の担当官解説として、寺本一彦ほか・公正取引七〇八号五四頁を参照。
（
46）　
本事案の担当官解説として、伊藤武利・公正取引七二二号一〇 頁を参照。
（
47）　
本事案に関しては、平山賢太郎・ジュリスト一四三〇号五二頁、多田敏明・ＮＢＬ九 一〇 などを参照。
（
48）　
本事案に関しては、池田毅・ジュリスト一四八五号六頁、渕川和彦 ジュリスト一 八 号七九頁、柴田潤子・公正取
引七七九号五九頁、長谷河亜希子・公正取引七八一号二頁、花本浩一郎・公正取引七八一号一〇頁などを参照。
（
49）　
本事案に関しては、土田和博・平成二四年度重要判例解説二五二頁を参照。
（
50）　
本事案に関しては、秋葉健志・ジュリスト一四五九号四頁を参照。
（
51）　
本事案に関しては、籔内俊輔・ジュリスト一 七一号四頁を参照。
（
52）　
渡邊・前掲注（
30）九一―九二頁。
（
53）　
公正取引委員会は、日本トイザらスの審判請求に基づき審判を行い 二〇一五年六月四日、その一部 り消す審決を
行った（
http://snk.jftc.go.jp/JD
S/data/pdf/ H
270604H
24J01000006_/140604-24_6,7.pdf ） 。これに対して、日本トイザらスは、
同日、 「公正取引委員会からの審決の送達について」をホームページで公表し、本件審決を受け入れる旨の声明を行っている（
http://w
w
w
.toysrus.co.jp/corporate/pdf/2015/20150604.pdf ） 。
（
54）　
大規模小売業者と納入業者との取引に関する実態調査うち、主なものを挙げただけでも、次のような調査が行われてい
る。 「百貨店・スーパーの納入業者との取引実態調査」 （一九七九年度） 、 「大規模小売業者の経営実態調査」 （ 九八二年度） 、「大規模小売業者の取り扱うプライベート・ブランド商品の納入取引に関する実態調査」 （一九八四年度） 、 「大規模小売業者と納入業者との取引に関する実態調査」 （一九九四年度） 、 「大規模小売業者のプライベート・ブランド商品の納入取引等に係る実態調査」 一九九六年度） 、 「大規模小売業者と納入業者との取引に関する実態調査」 （一九九九年度、二〇〇二年
三八
度、二〇〇三
―二〇〇四年度） 、 「大規模小売業との取引に関する納入業者に対する実態調査」 （二〇〇六年度） 、 「大規模小
売業者と納入業者との取引に関する書面調査」 （二〇〇九年度） 。
（
55）　
公正取引委員会「中小事業者取引公正化推進プログラムの実施について」 （二〇〇九年一一月一八日） 。
（
56）　
一九九九年の中小企業基本法改正の基本的考え方を纏めた中小企業政策研究会の最終報告書では、政策目標として競争
条件の整備、自助努力支援、セイフティネットの三つを掲げている。そのうち、競争条件の整備に関する施策としては、取引の適正化（独占禁止法や下請法のルールの厳格な運用により適正な取引条件を確保）及び公平な事業機会の確保（市場原理の尊重の下で、中小企業の公平な市場参入の機会を確保）により、中小企業の事業活動を阻害する制度や商慣行の改善を促す仕組みを整備することを挙げている（中小企業庁編『中小企業政策の新たな展開
―
中小企業政策研究会最終報
告書より』 （同友館、一九九九年）所収、三〇―三一頁） 。
（
57）　
例えば、伊藤憲二「弁護士から見た優越的地位の濫用ガイドライン」 、佐久間総一郎「優越的地位濫用ガイドラインにつ
いて公取委に望むこと
 」 （何れも公正取引七二四号、二〇一一年） 。
（
58）　
深津健二「中小企業と不当廉売規制」 （法学会雑誌五五巻二号、二〇一五年）三八頁、同「差別対価規制―中小企業政策
としての意義と課題」 （法学会雑誌五六巻一号、二〇一五年）一八六頁。
